
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 (3) ラスパイレス指数の状況

 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［ ］

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の

支給割合の見直し等に取り組むとされている。

実施 未実施

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の

場合には、その理由））

５，５４４１７７，０３５１２３，５８３

千円

１４４ ４９７，７５１

人 千円 千円千円 千円

　　　  ３　 給与費については、任期付短時間勤務職員(再任用職員(短時間勤務))の給与費が含まれており、

（注）  １  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数(構成)を

５，５２７２６年度

　　　　 計　　 Ｂ

７９８，３６９

１１．５

一人当たり給与費

平成 千円

職 員 手 当 期末・勤勉手当Ａ　
区　分

２６年度

職員数

　　　  ２　 職員数は、平成２６年４月１日現在の人数である。

１，１３８，３４８

　　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

　　　  ３　平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした
　　　　　場合の値である。

（注）　１　 職員手当には退職手当を含まない。

　　　  ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　 　 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を100として計算した

給与費　B／A

９，８８５，１４６

岩内町の給与・定員管理等について

実 質 収 支 人 件 費 率人 件 費

　　　　　　　千円

区　分
歳 出 額

平成 人　

Ｂ／Ａ　　　　　　　Ａ　

住民基本台帳人口 　（参考）

　平成２５年度の人件費率Ｂ　（平成２７年１月１日）

　　　　　千円

１７１，３６６

　　　　　　　　　　　％

１７．６

（参考）類似団体平均(参考)一人当たり給 与 費

　　　　　　％　　　　　千円

１３，７７０

給 料

　　　 　 指数。

  （給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

  （内容）　一般行政職の給料表について、国の見直しを踏まえ、平均２％引下げ。

激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
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②その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　　  　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

―

※　 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している(平成２３～２５年の3ヶ年平均)。

ー

―
　岩　内　町

－

―
うちその他

４３．９

　　　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。　 

　　　　　　また、｢平均給与月額(国比較ベース)｣は、比較のため、国家公務員と同じベース(=時間外勤務手当等を除いたもの)

うち給食調理員

５０．２

―

－

７

区　　　分

参考

(国比較ベース)

　北　海　道
２８３

うち給食調理員

３２８，３１８２８９，１４１

４

２９０，９０７

５４．８

（注）  １   ｢平均給料月額｣とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　  ２   ｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

※   年収ベースの｢公務員(C)｣及び｢民間(D)｣のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては　 

－

５，５９３，６３２ ２，９７８，３００

―

－

類似団体

平均
年齢

３４７，９００

３０９，９６６

３５１，１５０

②技能労務職

　類　似　団　体

　国

職員数

公　　　　　務　　　　　員

区　　　分

　岩　内　町

５４．８

３４７，９００

　　　　　　で算出している。

　　　ものではない。　 

※　 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している　　　　　 

４３．５

参考

対応する民間
の類似職種

民 間

３３４，２８３

平均
年齢

３７５，８２２４５．４

３２４，３９７

区分

岩内町

北海道

国

①一般行政職

（ 国 比 較 ベ ー ス ）

平 均 給 与 月 額

３８．９ ３７９，８９２

平 均 年 齢

４０８，９９６

２８７，２００

３９９，８０９

平 均 給 与 月 額平 均 給 料 月 額

３３１，５３１

平均給与月額

－

４

４１．６

－

（Ｂ）

３５６，７７５

平均給与月
額
(A)

３５６，７７５

平均給与月額
A／B

－

－

調理師

３２９，６６４

３３７，７９０

３６０，４３７３０５，７９１

３５１，１５０

平均給料月額

－ －

－

－

－

－

１．５１

－

２３１，９００

－

公務員(C)

３６９，４５７

年収ベース(試算値)の比較

５０．８ ３００，３６３

２，９９４

５２．２ ３６０，０２５

民間(D)

１．８２

―

C／D

　　　管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。

　　　（平成２７年４月１日実施）
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２７年４月１日現在）

  

 (2) 昇給への勤務実績の反映状況

　

379,800

　　　　　　　　円

391,800

226,400

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　２　 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　　　　　　円

259,900２８

係長、主任保健師、主任保育士、主
任介護士、主任看護師、主任栄養士
の職務

317,000

区　　　 　　分 北　 海　 道

１７３，１６６

１４４，６００

１７６，７００

国岩　 内 　町

190,200

389,200

380,500

％　

職 員 数

経験年数３０～３４年

１４．７

人　 　　　　　　　　円

354,300

構 成 比

　　　　　　　　円

１７ １６．７

　　　　　　　　円

高　校　卒

大　学　卒 １７６，７００

385,500

経験年数１０～１４年

361,200

特に知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

知識又は経験を必要とする業務を行う
職務

348,800

経験年数２０～２４年

140,100

　　　　　　　　円

303,000

246,100

　　　　　　　　円人　

人　

人　

５　　級
１６

％　

％　

１号給の
給料月額

人　

１５．７

１９．６

％　

６　　級

（注）  平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

％　人　

５．９ 409,000

　　　　　　　　円

286,200

大　学　卒

最高号給の
給料月額

325,900

区　　       分

268,400

経験年数２５～２９年

一般行政職
１４１，７０８

定型的な業務を行う職務

高　校　卒 205,400

標 準 的 な 職 務 内 容

２　　級

３　　級
２０

一般行政職

区　 分

１　　級

（注）　１　 岩内町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

一律支給

４　　級

１４４，６００

１５

％　

　　　　　　　　円

課長、会計管理者、所長、館長、議会
事務局次長、農業委員会事務局長、
書記長、書記次長の職務

部長、教育次長、議会事務局長の職

２７．４

６

16.7% 15.7%
9.4%

14.7%
9.8%

5.2%

19.6%
21.6%

26.0%

27.4%
29.4%

33.3%

15.7% 17.6% 18.8%

5.9% 5.9% 7.3%
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10%

20%

30%

40%

50%

60%
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平成２７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２６年度支給割合） （平成２６年度支給割合） （平成２６年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

【参考】　勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

 (2) 退職手当（平成２７年４月１日現在）

・定年前早期退職特別加算　2～45％ ・定年前早期退職特別加算　2～45％

　１人当たり平均支給額

 (3) 地域手当（平成２７年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

下水道等のマンホールの調査又は検査に従事した職員 マンホールの調査、検査 ０千円 日額　５００円

月分

勧奨・定年

４９．５９

岩　　　　　内　　　　　町

　・役職加算　　５～２０ ％

月分

月分

月分

１．５０ 月分

月分

２．６０

（１．４５）

月分

　その他の加算措置

４９．５９

０

月分

（注） 　( 　 ) 内は、再任用職員に係る支給割合である。

月分 （０．７０）（０．７０）

２．６０

千円 ２１，７７９

　勤続３５年

３４．５８２５月分

　勤続２０年

４１．３２５

　勤続２５年 ２９．１４５

２５．５５６２５ 月分

国

２０．４４５

１，６１４

月分

月分 （１．４５）

勧奨・定年自己都合

支　給　率

５４０

３０千円

３

　支給実績（平成２５年度決算）

１

国の制度（支給率）

３４．５８２５

期末手当

　勤続３５年 ４１．３２５

　・役職加算　　５～１５％

　・管理職加算　　１０～２５ ％

月分

月分

月分

岩　　　内　　　町

勤勉手当

（支給率）

４９．５９

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

月分

２５．５５６２５

千円

有害鳥獣などの駆除

札　　幌　　市

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度）

月分

月分

６，８７５

　最高限度額

千円

千円

６６，９９４

５９，９７１

千円

１１０

支給対象職員数

　その他の加算措置

月分

　　　　　　－

　支給実績（平成２６年度決算） 74

４９．５９

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

月分４９．５９

千円

８１千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

千円

感染症の防疫 日額　５００円

４９２

主な支給対象業務

　１人当たり平均支給額（平成２６年度）　１人当たり平均支給額（平成２６年度）

期末手当

（支給率）

勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

１．４５

１８．５

勤勉手当期末手当

支 給 対 象 地 域

１８

－
１，２５２

（ラスパイレス指数）

北　　　海　　　道

（０．７０）

　・管理職加算　　１０～２５ ％

（１．４５）

９，８３２

国

一律支給

　手当の種類（手当数）

月分

３

　勤続２０年

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較

月分

（９５．９）

　 円

　 ％

　支給実績（平成２６年度決算）

主　な　支　給　対　象　職　員
支給実績

(平成２６年度決
算)

　　　　　　　　　　　　　　　　 　４　種 類

左記職員に対する
支給単価

０千円

　　　するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により

９５．９

野犬などの捕獲、処分犬、猫類の捕獲、殺処分及び死体の処理業務に従事した職員

　職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

　　　　算出。）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６条
第１項に規定する感染症の患者の救護、防疫、処理等に従事した職
員

　支給実績（平成２６年度決算）

日額　５００円

月分

有害鳥獣、害虫及び有害は虫類の駆除業務に従事した職員 日額　５００円

千円

 　円

　職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

１０．３

自己都合

月分 　最高限度額４９．５９

地域手当補正後ラスパイレス指数

東京都特別区

　勤続２５年 ２９．１４５

２０．４４５ 月分

月分２．６０ １．５０

　・役職加算　　５～２０ ％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
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 (6) その他の手当（平成２７年４月１日現在）

扶養親族のある職員に支給

・配偶者　　　　　　　　　　　　　　　13,000円

・配偶者以外　 　　　　　1人につき6,500円　　　

・配偶者がいない場合　1人のみ11,000円

・月額23,000円以下の家賃

　  月額家賃から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃

　  月額家賃から23,000円を控除した額

 　 の1／2に11,000円を加えた額

 　 （支給限度額　27,000円）

・交通機関利用　運賃相当額

・自動車等利用　2,000円～31,600円

管理又は監督の地位にある職員に支給

・1種　53,200円（部長又は部長相当職）　

・2種　42,800円（課長職又は課長相当職）　

・3種　35,800円（課長職又は課長相当職）　

管理職員
特別勤務手当

管理又は監督の地位にある職員が、緊急
の必要等により週休日又は休日等に勤務
した場合に支給
6，000円～12，000円

同 ２５２　千円

国の制度
との異同

祝日及び年末年始に勤務した職員に1時
間当たりの単価に135／100を乗じて得た
額を支給

正規の勤務時間として午後10時から翌日
午前５時までに勤務した職員に1時間当た
りの単価に25／100を乗じて得た額を支給

異

 扶養手当

 管理職手当

同

２２４，４３９ 円

３００，４７３ 円１４，７２３　千円

住居を借り受け、月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員に支給

 住居手当

通勤距離が2㎞以上で交通機関利用又は
自動車等により通勤を常例とする職員に支
給

手　当　名 支給実績
（平成２６年度決算）

同

同 １６，３８４ 千円

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり

１５，２６３ 千円 ５２６，３０３ 円

１１，４５４ 円

･役職に応じ、
46,300円～
139,300円

を支給

８３，３９６　円

（平成２６年度決算）

３３，８４０　円

・満16歳の年度初めから満22歳の年度末

同

    運賃相当額(上限55,000円) 

１２，０９２　千円

｛　（５）の時間外勤務手当に含む　｝

平均支給年額内 容 及 び 支 給 単 価

６７７　千円

  までの子1人につき　　　　5,000円加算

寒冷地手当

 通勤手当

 休日勤務手当

 夜間勤務手当

11～３月までの各月の初日に在職する
職員に対して、その区分に応じて支給
・世帯主(扶養あり)　 23,360円
・世帯主(扶養なし)　 13,060円
・その他　　　　　　　 　 8,800円

同

同
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５　特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円

円

６　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 　　(各年4月1日現在)

人

人

人

月分

３．９５

３．９５

円）

月分

報
　
　
　
酬

円

議　　　　　 長

副　　議　　長

円

２２６，０００

１８５，０００

△ 5

１７４，０００

139

３２０，０００議　　　　　 員

△ 1

21

1

5

10

11

期
末
手
当

議　　　　　 長

副　　議　　長

議　　　　　 員

5

[　　２００　　］

7

△ 6

0

　　　  ２ 　[      ] 内は、条例定数の合計である。

4

31

・退職者不補充△ 1

31

増減数

対前年

１５５，０００

町　　　　　 長

副　　町　　長

　人口１万人当たりの職員数[　　０　　］

　＜参考＞

0

（注）  １ 　職員数は一般職に属する職員数である。

[　　２００　　］
合 計

△ 2

　＜参考＞

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　　　８４．２２人）

・健康推進事業の業務増

123

7

12

19

0

主　な　増　減　理　由
平成２７年

職　 　員　 　数

35

3

1

・再任用職員退職不補充

0

平成２６年

６，７０３，２００

備　　　　　 考

　給料月額×在職年数×４．６６

　給料月額×在職年数×２．９４副　　町　　長

1

0

（注）  １   給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

　　　　  勤めた場合における退職手当の見込額である。

町　　　　　 長
退
職
手
当

（１期の手当額）

退職時

　　 　 ２   退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

小　　　計

・教育長を除いたため

0

5

農 林 水 産

10

145

128

退職時

（支給時期）　　（算定方式）

１２，７６８，４００

　　（平成２６年度支給割合）

区　　 　　分

給
　
　
　
料

６８０，０００副　　町　　長

８５５，０００

４０４，６００

38

円）

円

４０８，０００

６８５，０００

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

５０７，５００

△ 3

円

円）

税 務

町　　　　　 長

２８２，０００

円）

５７０，０００

議 会

公
営
企
業
等

 
会
計
部
門

小　　　計

下　水　道

教 育 部 門

民 生

一
 

般
 

行
 

政
 

部
 

門

労 働

計

商 工

総 務

土 木

12
そ　の　他

（国保・介護）

17

衛 生

16

6

2

1

水　 　　道

5

24

12

6

22

167 163

１１８．３７

１００．９４　人口１万人当たりの職員数

△ 4

・水道事業の業務増

1

　人口１万人当たりの職員数

・組織改革に伴う減

８９．３２

・会計区分間に伴う異動

　＜参考＞

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　 　１０３．４９人）

　　　　　　　　　　　区　分
部　門

円

２１８，０００

円）

３４０，０００

　　（平成２６年度支給割合）
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　(2) 年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）

　

 (3) 職員数の推移

　　　  ２　 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

 ０ （０ ％）

  △６（△２０ ％）

  △６（３．６％）

２２

１６７

２４

１６３

公営企業等会計計

総　合　計

　-

２６

（注）  １ 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　　　　　  年　　度

　部 門 別
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

１４５ １３９

１６６

35歳

１４０

1020

１７

21

　-

１２８

 △ ３（△１５．８％）

１２３

　-

14

　-

１２３

平成２５年度 平成２６年度

　-

～～ ～

１６

-

（単位：人・％）

過去５年間の
増 減 数（率）

１９

１２０ １１８

  １９ １７１８

人

 ３ （２．５ ％）

平成２７年度

2

１２３

27歳 以上

163

59歳

人

計

～

24歳

43歳39歳

36歳

31歳

～
32歳28歳 44歳 56歳

１３９

３０

１６９

普 通 会 計 計

20歳

　-

教　育

消　防

未満

職員数

一 般 行 政

区　分

4 14

～

人

20歳

15

人人 人人

25 13

23歳

１６７

１４１

２６

１６７

３０

１３７

人

47歳

19

52歳 60歳

～

人

51歳

～

55歳

～

人

～

40歳 48歳

人 人

6

人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3
歳

2
4
～
2
7
歳

2
8
～
3
1
歳

3
2
～
3
5
歳

3
6
～
3
9
歳

4
0
～
4
3
歳

4
4
～
4
7
歳

4
8
～
5
1
歳

5
2
～
5
5
歳

5
6
～
5
9
歳

6
0
歳
以
上

構成比

５年前の構成

比

％

7



７　公営企業職員の状況

 (１)岩内町水道事業

① 職員給与費の状況

 ア 決算

人

 イ 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（参考）水道事業平均

一人当たり給与費

３６９，５５５

千円　

　給与費　Ｂ／Ａ　　

（注）  １   職員手当には退職給与金を含まない。

５，３００５

千円

５，８１５

千円　

１５，２４８

平 均 年 齢

　　　　２　 職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数である。

平成２６年度
千円　

区　　　　分 平均月収額基　 本 　給

千円　

団　体　平　均 ４４．９

２５８，６８３岩　 　内 　　町

３４８，０２１

３２．０

　（平成２６年度支給割合）

２．６０月分

期末手当 勤勉手当勤勉手当

月分月分１．５０ １．５０

月分 （１．４５）

・役職加算　５～１５％

（１．４５） （０．７０） 月分

　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％

Ｂ　

千円　

　（平成２６年度支給割合）

岩　  内　 町  （一般職員）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

職員手当
区　　分

職員数

岩　内　町　水　道　事　業

区　　分

Ａ　

給　　　　与　　　　費

計　　Ｂ期末・勤勉手当給　 料

平成２６年度

Ａ  　

職員給与費 　総費用に占める

千円　千円　

１２．９０

％　　

２５６，４５２

％　

△５，４１３ ２６，４９９ １０．３３

　（参考）

　職員給与費比率 　平成２５年度の総費用に　実質収支

　純損益又は総　費　用

月分月分

（注） 　(     )内は、再任用職員に係る支給割合である。

－

　１人当たり平均支給額（平成２６年度）

（０．７０）

２．６０

６，２１８

１，２５２

　一人当たり

Ｂ／Ａ　

－

　占める職員給与費比率

５１７，２２９

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

２６，４９９

月分

期末手当

５，４３６

事  　 業   　者

１，０８７

　１人当たり平均支給額（平成２６年度）

千円　

　（加算措置の状況）
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 イ 退職手当（平成２７年４月１日現在）

　１人当たり平均支給額 　１人当たり平均支給額

 ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

 オ 時間外勤務手当

 カ その他の手当（平成２７年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

※　平成１９年度から該当する手当はありません。

同

同

同

１５５

０ ０

　夜間勤務手当

（支給率）

（平成２６年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

２９．１４５

４９．５９

　一般行政職と同じ

　管理職手当

　通勤手当

　一般行政職と同じ

　一般行政職と同じ

　住居手当

　休日勤務手当

　一般行政職と同じ

１３６，５００

千円

２７３

支給実績
（平成２６年度決算）

　千円

４，３２６

８６５ 千円

一般行政
職の制度と
異なる内容

岩　  内　 町  （一般職員）

勧奨・定年自己都合

　 ％　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度）

３４．５８２５

　勤続２０年 ２０．４４５

自己都合

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

４９．５９月分

２９．１４５ ３４．５８２５月分

２５．５５６２５ 月分２５．５５６２５月分

千円

　勤続３５年 ４１．３２５

月分４９．５９

月分

　勤続２０年

岩　内　町　水　道　事　業

月分

千円

　最高限度額

21,7799,832

２０．４４５

　　　　　　　　　　　　　　－

千円

　支給実績（平成２６年度決算）

　手当の種類（手当数）

１８

　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　－ 　 円

　勤続２５年 　勤続２５年

月分

月分

月分

月分

月分

内容及び支給単価

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

東京都特別区

　支給実績（平成２６年度決算）

　一般行政職と同じ

手　当　名

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

　支給実績（平成２５年度決算）

一般行政職
の制度との

異動

０

　その他の加算措置

７７，４００

　千円

　　－

３８７

１５５，０００　千円

　　 　　－

　　 　　－

　千円

千円

月分

　　　　　　　　　　　　　　－

 　円

国の制度（支給率）

千円

１８

・定年前早期退職特別加算　２～４５％

月分４９．５９

２２４，６６６

　千円

　　－　千円

　寒冷地手当

　一般行政職と同じ

　一般行政職と同じ

４１．３２５

４９．５９

　勤続３５年

　最高限度額

千円 －

月分

同

同

・定年前早期退職特別加算　２～４５％

７０６

　扶養手当

　　　　　　　　　　　　　　－

千円３，５２８

　千円６７４

３０

４９．５９

同

同

月分

　支給実績（平成２６年度決算）

勧奨・定年

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

千円

（支給率）

－

　その他の加算措置

札　　幌　　市

支 給 対 象 地 域 支　給　率

　　　　　　－

３

支給対象職員数
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 (２)岩内町下水道事業

① 職員給与費の状況

 ア 決算

人

 イ 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

 イ 退職手当（平成２７年４月１日現在）

　１人当たり平均支給額 　１人当たり平均支給額

区　　分

総　費　用 　純損益又は 職員給与費

Ａ  　 Ｂ　

　総費用に占める 　（参考）

　実質収支 　職員給与費比率 　平成２５年度の総費用に

Ｂ／Ａ　 　占める職員給与費比率

平成２６年度
千円　 千円　 千円　 ％　　 ％　

５２４，３２５ ９，５２６

区　　分
職員数 給　　　　与　　　　費 　一人当たり

Ａ　 給　 料 　給与費　Ｂ／Ａ　　職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

２８，５９６ ５．５

一人当たり給与費

（参考）下水道事業平均

９．１

平成２６年度
千円　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円

５ １７，１６１ ６，１８９５，０６３ ６，３７２ ２８，５９６ ５，７１９

３４６，１８９ ５１５，４３６

（注）　１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　　２　職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数である。

区　　　　分 平 均 年 齢 基　 本 　給 平均月収額

　－

岩　内　町　下　水　道　事　業 岩　  内　 町  （一般職員）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

岩　 　内 　　町 ３９．４ ２９８，７６７ ４３１，４５５

団　体　平　均 ４３．９

１，２７４ １，２５２

　（平成２６年度支給割合） 　（平成２６年度支給割合）

勤勉手当

１．５０ 月分２．６０ 月分 １．５０

(１．４５) 月分 （０．７０） 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

(１．４５) 月分

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

・役職加算　５～１５％

（注） 　(   )内は、再任用職員に係る支給割合である。

岩　内　町　下　水　道　事　業 岩　  内　 町  （一般職員）

月分 　勤続３５年 ４１．３２５ 月分

月分

月分

月分 ３４．５８２５

２５．５５６２５

　勤続２５年

　勤続３５年 ４１．３２５ 月分 ４９．５９

月分

　その他の加算措置 　その他の加算措置

４９．５９ 月分

　最高限度額 ４９．５９ 月分 ４９．５９ 月分

・定年前早期退職特別加算　２～４５％ ・定年前早期退職特別加算　２～４５％

千円

４９．５９　最高限度額 ４９．５９ 月分

21,779 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

－ 千円 － 9,832 千円

月分 ２５．５５６２５

月分

勤勉手当

　勤続２０年

月分 ３４．５８２５ 月分　勤続２５年

２０．４４５

２９．１４５

月分

２９．１４５

　勤続２０年 ２０．４４５

（０．７０）

自己都合

月分

勧奨・定年

月分

　１人当たり平均支給額（平成２６年度） 　１人当たり平均支給額（平成２６年度）

事  　 業   　者 　　－

（支給率）

月分

期末手当 期末手当

２．６０
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 ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

 オ 時間外勤務手当

 カ その他の手当（平成２７年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

　支給実績（平成２６年度決算） 　　　　　　－ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） 　　　　　　－  　円

支 給 対 象 地 域 支　給　率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

札　　幌　　市 ３ ０ ３

東京都特別区 １８ ０ １８

　 ％

　手当の種類（手当数） 　　　　　　　　　　　　　　－

　支給実績（平成２６年度決算） 　　　　　　　　　　　　　　－ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） 　　　　　　　　　　　　　　－ 　 円

　支給実績（平成２６年度決算） ２，７０９ 千円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度） 　　　　　　　　　　　　　　－

３，５２２ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ７０４ 千円

手　当　名

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ５４２

平均支給年額
（平成２６年度決算）

内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異動

一般行政
職の制度と
異なる内容

千円

　扶養手当 　一般行政職と同じ 同

　通勤手当 　一般行政職と同じ 同

　住居手当 　一般行政職と同じ 同

　管理職手当 　一般行政職と同じ 同

　夜間勤務手当 　一般行政職と同じ 同

　休日勤務手当 　一般行政職と同じ 同

８７，８００　寒冷地手当 　一般行政職と同じ 同

※　平成１９年度から該当する手当はありません。

　支給実績（平成２５年度決算）

　　－

支給職員１人当たり

　　５１４ 　千円

０

　　－

７６５ 　千円 ２５５，０００

　千円

４３９ 　千円

３１８，０００

０

５１４，０００

　千円６３６

　　 　　－ 　千円

　　 　　－ 　千円

支給実績
（平成２６年度決算）

11


